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周りの人に「日本共産党森本ふみお後援会」への入会をお勧めください。
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この「後援会ニュース」は、森本ふみお市議の
ブログ（http://m.okajcp.com）でも見ることができます。

後援会ニュース

井原市政に対するご意見・ご要望をお寄せください

井原市議会平成２７年１２月定例会の開会予定日は１２月７日（月)です。皆様の
井原市政に対するご意見・ご要望をお近くの党員か下記の電話・FAXにお気軽にお
寄せください。皆様のご意見・ご要望が１つでも多く実現するよう、引き続き奮闘
したいと考えています。

日本共産党後援会事務所 TEL６２－６２００ FAX ６２－６２０９
森本ふみお宅 TEL６２－６０６１ FAX ６２－６０８１

日本共産党が市長に手渡す「来年度予算要望書」や、
井原市議会１２月定例会に向けての後援会員のみなさ
まのご意見・ご要望をお気軽にお聞かせください。

日本共産党井原市委員会（森本ふみお委員長）は、

来年度の予算編成時期に入る１１月ごろに、毎年

「予算要望書」を瀧本市長に手渡し、新年度予算編

成の中で、市民みなさまの市政に関するご意見・ご

要望を採り入れていただきたいと要望しています。

ちなみに昨年は１１月１９日に１１１項目（総務

部関係：１５項目、市民生活部関係：１２項目、健

康福祉部関係：１９項目、建設経済部関係：３０項

目、水道部関係：４項目、市民病院関係：６項目、

教育委員会関係：２５項目）の要望を瀧本市長に手

渡して（写真）います。

今年も１１月ごろに予算要望を行いたいと考えています。そこで後援会員のみなさま

から市政に関すご意見・ご要望をお聞かせいただきたいと考えています。

ご連絡は、お近くの党員か森本ふみお市議宅（ＴＥＬ６２－６０６１・ＦＡＸ６２－

６０８１）へお願いいたします。

予算要望書を瀧本市長(右)に手渡す
森本委員長（左）昨年１１月１９日

下記囲み記事でもお願いしていますが、１２月７日（月）から平成２７年１２月

市議会が始まります。前回の９月市議会が済んですぐに１２月市議会に向けて市民

の方々から市政に関するご意見・ご要望を積極的に聞かせていただいています。

市政に関することでしたらどんなことでも結構です。お気軽に声をお寄せくださ

い。ご連絡は、お近くの党員か森本ふみお市議宅（ＴＥＬ６２－６０６１・ＦＡＸ

６２－６０８１）へお願いいたします



ご意見・ご要望および情報をお気軽にお聞かせください。

森本ふみお後援会ニュースＮｏ１５２ ２０１５年(平成２７年)１０月２０日

日本共産党はこう考えます
し ん ぶ ん 赤 旗

９ 月 ２ ２ 日 付

「主張」より

戦争法の廃止へ

国民連合政府実現へ力合わせ

日本国憲法に反する戦争法を強行した安倍晋三政権への怒り、新たな政治を求める動きが広がるなか、
日本共産党の志位和夫委員長が提案した「『戦争法（安保法制）廃止の国民連合政府』の実現をよびか
けます」に注目が集まっています。戦争法案反対運動のなかで「法案は
許せない」「安倍政権打倒」とともに、「そのために野党はまとまって
ほしい」と寄せられた強い願いに、政党としてこたえなければという思
いで踏み切った大胆な方針提起です。すべての政党・団体・個人が思想・
信条・政治的立場の違いを乗り越え、力を合わせようではありませんか。

国民の願いを受け止め

志位委員長の提案は(1)戦争法廃止、安倍政権打倒のたたかいをさら
に発展させよう(2)戦争法廃止で一致する政党・団体・個人が共同して
国民連合政府をつくろう(3)国民連合政府で一致する野党が、国政選挙
で選挙協力を行おう―というものです。

なにより提案は、戦争法廃止を求める国民の熱い願いに正面からこた
えた内容です。日本の平和と国民の命までも危険にさらす戦争法を一刻も早く廃止したいと、法律成立
直後の大型連休の最中から、国民は自発的・自覚的に声をあげ続けています。京都では高校生らの呼び
かけで７００人がデモし、横浜市や東京・吉祥寺で１０００人を超えるデモ・パレードが行われました。
「学者の会」、「ママの会」などが戦争法廃止の運動を継続する声明を発表したのをはじめ、多数の団
体・個人がたたかう立場を続々と発信しています。

戦争法廃止のためには、廃止に賛成する政治勢力が国会の議席で多数を占めて国会で廃止の議決を行
うことが不可欠です。しかし、それだけで問題は解決しません。

昨年７月に集団的自衛権行使を容認するために安倍政権が憲法解釈を勝手にゆがめた「閣議決定」が
火種として残るからです。この「閣議決定」を撤回させなければ、憲法９条を形骸化させた立憲主義違
反の異常事態は続きます。そのためにも「閣議決定」の撤回まで実行できる政府をつくることがどうし
ても必要となります。憲法学者の長谷部恭男氏も「閣議決定を『間違っていた』と、元に戻してもらわ
ないといけない」と政権打倒の必要性を説いています。

マスメディアは「選挙協力呼びかけ」などと報じていますが、この提案は単なる選挙協力ではありま
せん。一番の要は、“戦争法廃止、立憲主義を取り戻す”という一点での「国民連合政府」の樹立にこ
そあります。戦争法廃止、立憲主義回復のためには、それを実行する政権をつくる本気の覚悟がなけれ
ば、安倍・自公政権を倒すことはできません。三つの柱を一体に結んだ団結こそが重要です。

世論・運動の後押しこそ

志位委員長の提案が実現できるかどうかは、世論と運動の広がりにかかっています。「とんでもない
違憲立法は廃止しよう」「立憲主義、民主主義を取り戻そう」の声を「それを実行する政府をつくろう」
へとさらに発展させましょう。安倍政権のもとで、日本国憲法と日本の平和がかつてない危機にさらさ
れているいまこそ、従来の延長線でない対応が必要です。平和主義・立憲主義・民主主義を貫く新しい
政治をつくるために、共同をすすめる時です。

国民連合政府の実現を呼び
かけた志位和夫委員長


